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 日本国に属する周囲 100 ㍍以上の島嶼は、本州、北海道、九州、四国、沖縄本島を含めて 6,852




興を図るため 1953 年「離島振興法」が制定された（10 年の時限立法、以降 10 年毎に改定、現
在に至る。なお沖縄、奄美諸島、小笠原諸島は対象外で、この３諸島はそれぞれ「振興開発特
措法」が別途制定されている）。離島振興法による振興対策実施地域・有人離島数は、全国で
78 地域 260 島であり、その内長崎県に属する離島は、本稿の主対象である対馬市を含む８市２





島の７島）、小値賀島町（平戸諸島の 7 島、04 年に合併しなかった唯一町）の５自治体がある
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人口減少 
日本の離島は人口減少と高齢化になやまされている。離島センターの離島統計年報によれば、




者比率は 1990 年の 19.4%から 2010 年には 35.3%となり、全国平均（23.0%）より 12 ㌽も高く、
離島人口は著しく高齢化が進んでいる。 
長崎県に属する離島も例外ではない。離島だけで構成されている上掲の５市町の人口の推移




減の推移を見ると（表 2）、自然増減は、対馬市だけが、96～2000 年の５年間累積で 1 人の増で
 
表 1 長崎県５離島市町の人口の推移 単位：人、指数(1980 年=100) 
調査年 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 
対馬市 50,810 96.2 90.7 85.6 81.1 75.7 67.7 61.9 31,457 
壱岐市 41,035 96.3 90.9 85.5 81.7 76.6 71.6 66.0 27,103 
五島市 60,947 94.7 88.8 84.2 79.6 73.4 66.7 61.2 37,327 
小値賀町 5,684 89.7 81.8 74.6 66.2 57.5 50.1 44.0 2,500 
新上五島町 38,140 94.4 84.2 78.3 72.3 65.7 57.9 51.7 19,718 
出所：国勢調査より作成 
 
表 2 自然・社会増減数の推移 単位：人 


























対馬市 1 -367 -810 -1,121 -2,364 -2,295 -3,582 -2,092 -2,363 -2,662 -4,392 -3,213 
壱岐市 -385 -616 -897 -1,287 -1,286 -1,275 -1,546 -1,126 -1,671 -1,891 -2,443 -2,413 
五島市 -753 -1,086 -1,689 -1,934 -2,195 -2,526 -2,986 -1,281 -2,948 -3,612 -4,675 -3,215 
小値賀町 -156 -152 -189 -158 -329 -280 -310 -121 -485 -432 -499 -279 
新上五島町 -300 -585 -967 -1,272 -1,801 -1,873 -2,121 -1,320 -2,101 -2,458 -3,088 -2,592 
出所：総務省統計局「統計で見る市町村のすがた」(2016)、長崎県「長崎県人口移動調査」(各年)より作成 
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あったが、それ以外はすべての期間マイナスである。しかも、小値賀町を除いて近年になるほ
ど自然減数は増加している。09 年から 15 年の出生数は 5 市町とも減少傾向であり、死亡率は
増加傾向にある。これは後に見る、年齢構成の高齢化による出生減と高齢化による死亡者増の
表れである。 
社会増減は 5 自治体ともすべての期間で減少である。しかも 2010 年まではその数を増大させ
てきた。ただ 11～15 年は減少数がやや減ってきている。 
社会減の主役は若年層の転出である。特定年齢層の人口をコーホートで見ると（表 3）、10
年時 10〜14 歳層は 5 年間に 30～40%減少（転出超過）、15～19 歳層は半減し、特に小値賀町に
いたっては１/４になってしまっている。20～24 歳層は逆に増加（転入超過）である。対馬市
を例にやや詳しくみると、10 年時年齢で、13 歳から大きく減少し、14、15 歳は 7 割を超える
流出で、その後やや割合を低下させるが 18 歳まで転出超過が続く。19 歳以降は転入超過とな
る。つまり、高校入学、高卒（就職、大学進学）で島外へ転出しているのである。対馬には県
立高校が３校あるが、島外高校に入学する者は 24.4%に及ぶ（05～14 年度平均*2）。12 年の高卒











表 3 特定年齢層人口の変化(2010→2015 年) 


























対馬市 1,638 996 -642 -39.2 1,184 572 -612 -51.7 805 1,087 282 35.0 
壱岐市 1,510 1,048 -462 -30.6 1,269 540 -729 -57.4 684 888 204 29.8 
五島市 1,826 1,259 -567 -31.1 1,640 654 -986 -60.1 790 1,032 242 30.6 
小値賀町 94 57 -37 -39.4 98 26 -72 -73.5 35 65 30 85.7 
新上五島町 1,156 715 -441 -38.1 920 319 -601 -65.3 318 468 150 47.2 
出所：国勢調査結果より作成 






性・年齢構成－非常に少ない 15〜24 歳層、進む高齢化－ 
 以上のような人口動態は、単に人口減少をもたらすだけでなく、年齢構成や世帯の構成にも
大きく影響する。 
年齢構成を見ると 3 市 2 町とも、年少人口の割合の低下、そして 15〜29 歳層人口割合の極端
な少なさを現出する。15〜29 歳層割合は、全国平均 14.5%、長埼県 13.0%であるのに対して、対
馬市 8.5%、壱岐市 9.2%、五島市 8.0%、小値賀町 5.8%、新上五島町 7.6%しかない。特に 20〜24
歳層割合は、全国平均 4.7%、長埼県 4.0%であるのに対して、対馬市 1.8%、壱岐市 2.0%、五島市
1.8%、小値賀町 1.0%、新上五島町 1.6%と極端に小さい。 
 他方、人口数の減少が続く中で、65 歳以上人口はその数と割合が増加を続け、1980 年の 10％
台から急増し、2015 年には、全国平均 26.6%、長埼県 29.4%であるのに対して、対馬市 33.9%、
壱岐市 35.5%、五島市 36.7%、小値賀町 46.8%、新上五島町 37.6%と、高齢者が１/３超となり、
中でも小値賀町は半数近くが高齢者である。離島は高齢者社会なのである。この傾向はさらに
進行するであろう。 
性比を見ると（表 4）、総数では女性の方が多く、特に 65 歳以上は、女性の方が長生きであ
るため、女性割合が相当多い。15 歳未満では小値賀町を除いて男の方がやや多い。生産年齢層
は五島市と小値賀町は女性の方が多く、他の３自治体は男性の方が多い。特に対馬は男性割合
が多く、中でも 20～29 歳層（性比 134）と 40～49 歳層（同 121.5）は特に男性割合が高い。そ
の要因は、後に見る自衛隊、海上保安庁の存在があると思われる。 
 
表 4 特定年齢層の性比(女性=100) 
年齢階層 全国 長崎県 対馬市 壱岐市 五島市 小値賀町 新上五島町 
年齢計 94.8 88.3 95.4 90.3 86.7 84.4 87.4 
 20～29 歳 103.7 97.6 134.0 107.6 108.4 93.8 103.9 
 30～54 歳 101.5 94.5 113.9 105.0 96.9 93.9 99.9 
65 歳以上 76.3 69.1 71.5 70.1 67.8 73.7 66.9 
2015 年国勢調査より作成 
 





対馬市を見ると、一般世帯の平均世帯員数は、1985 年の 3.17 人から 2005 年に 2.56 人、15
年に 2.27 人と 30 年間で 0.9 人減少している。核家族率には大きな変化は見られないが、三世
代世帯割合は 05 年の 9.9%から 15 年には 6.1%に減少している。単独世帯は 23.3%から 33.3%に増
大した。特に高齢者夫婦世帯と高齢者単独世帯の増大が著しい。65 歳以上の夫婦のみの高齢者
世帯割合は 2000 年の 1,328 世帯から 1,796 世帯に増加し、その割合も 8.9%から 13.4%に増大し










対馬市の 15 歳以上の住民 27,326 人の労働力状態は、労働力が 56.7%で、非労働力は 43.3％で
あるが。これは性と年齢とによって大きく異なる。 
性別の労働力率の推移は、00 年－男 76.7% 、女 46.2%、05 年－男 74.8% 、女 44.8%、10 年－
男 72.0%、女 42.5%、15 年男 70.3%､女 43.9%で、低下傾向にある<国勢調査>。 
年齢階層別労働力率（15 年）は、男性は、15～19 歳 17.7%、20～24 歳 97.6%、25～59 歳層 90%
以上、65 歳以上 35.2%である。女性は、15～19 歳の 8.7%を最低に、20～24 歳（79.6%）と 40～
49 歳層（81%）を山に浅いＭ字型のカーブを見せている。65 歳以上層は 14.0%である。 
男性の 15～19 歳、20～24 歳の労働力率は、県平均、壱岐市、五島市よりもかなり高いのが
特徴である。また 65 歳以上のそれも県平均、壱岐市、五島市よりも高い（壱岐市は男女とも対
馬市より高い）。女性は 15～19 歳層が低く、20～24 歳層が高く、また 25～34 歳層が低いのが
特徴である。 
15～19 歳層の大半は通学しているが（男 78.9%、女 86.7）、県平均に比べると、男性は県平均
（82.1%）低く、女性は県平均（83.4%）より高い。 






国勢調査によれば、就業者数は 1985 年の 22,179 人から人口減少とともに減少を続け、2015
年には、14,807 人と 85 年の３分の２になってしまっている。産業 3 分類別割合を見ると、一
次産業は 34%から 20%に低下し、従業者数も 3,000 人を切った。一次産業の中心は漁業である（一
次産業就業者の 77.9%を占める）。二次産業は元々17%（3,707 人）と小さい割合であったが、95
年までは 20.7% （3,707 人）に増大したが、以降減少が続き、15 年には全就業者の 13%（19,38
人）まで低下した。うち製造業はわずか 554 人（3.7%）しかいない。三次産業就業者は 85 年は
ほぼ半数であったが、15 年には３分の２を占めるようになった。ただし,就業者数は 00 年以降
減少傾向で最大時 11,419 人から 9,910 人に減っている。 
三次産業就業者の主要な産業は、卸・小売業（12.9%）、医療・福祉（12.5%）、公務（11.7%）




ト等が 31%（その 77%が女）である。女性の雇用者率は 77.8%で、男性（男 66.0%）よりも高い
が、非正規率は 55%にもなっている。これは県平均に比べて５ポイントも高い。自営業主が 17.9%








業（+10.6 ㌽）、保安職（+4.1 ㌽）等である。 
注目されるのは保安職が占める割合の高さである。県平均が 3.3%、壱岐市が 1.7%、五島市 2.7%
であるのに対して対馬は 7.4%もある。保安職者 1,103 人（95%超が男）のすべてが雇用者で、そ
のうち 1,002 人（90.9%）が公務員である。公務員の実に 57.6%が保安職である。  








で 14 年は 15%近く減少しており、県全体（－4.7%）に比べてその落ち込みは大きい。当然、県
全体に占める割合も低下している。 
経済活動別生産額割合は、一次産業 5.6%、二次 17.4%、三次 75.0%で、県平均に比べ第一次の
割合が高い（県 2.6%）。また、産業活動が 75.9%でしかなく、政府サービス生産者が 21.3%（県
平均は 13.7%）、特に公務は 14.9%もあり（県平均は 8.3%）、その比重が大きいのが特徴である。 
やや詳しく見ておこう。01 年の市の総生産額は 1,282 億円で、以降若干の増減がありながら
（03 年が 1,290 億円で最高額）減少傾向となり、12 年には 1,000 億円を切った（996 億円）。そ
の後やや持ち直し、14 年 1,096 億円であった。しかし 01 年の 85.5%でしかない。 
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野 89.3%、耕地 1.2%、新上五島町－林野 80.7%、耕地 1.0%）。 
以下、対馬の第一次産業について、対照的な姿を示す壱岐と比較しながら、やや詳しく見て
みよう。 
15 年の農林業センサスによれば、対馬市の農業就業人口は 801 人（15 歳以上人口の 2.9%、
農家数は 1,111 戸（総世帯数の 8.3%）、その内自給的農家が半数超（51.3%）、副業的農家が 31.4%
で主業農家はわずか6%にすぎない。農業経営体数は548で主要作物は稲（59.1%）と野菜類（27.7%）
である。農業産出額はわずか 2.7 億円で、販売農家１戸あたり 133 万円にすぎない。500 万円
超の経営体は９経営体しかない。比較的農畜業が盛んな壱岐市の農業就業人口は 15 歳以上人口
の 8.5% 、農家戸数は総世帯数の 22.8%、主業農家が 13.2%あり、農業経営体数は 1,552で、稲（86.1%）
と肉牛（43.0%）を中心としている。農業産出額は 59.9 億円で、販売農家１戸あたり 399 万円
である。対馬は壱岐の１/３でしかない。 
他方、対馬の漁業（13 年漁業センサス）は、1,622 経営体（長崎県の漁業経営体の 21.1%）、
漁業者 2,845 人（15 歳以上人口の 10.4%、長崎県の漁業就業者の 19.9%）あり、漁獲量は 17,120t
（15 年）で、主要魚種はイカ（38.9%）、ブリ（14.2%）、サバ（11.1%）である。壱岐は 741 経営
体、就業者 1,122 人（15 歳以上人口の 4.8%）、漁獲量 6,090t でしかない。対馬は経営体数で壱
岐の 2.19 倍、就業者数で 2.54 倍である。 
対馬の漁業は、農業に比べ、就業者数 3.55 倍、経営体数 2.96 倍（壱岐はそれぞれ 0.56 倍、
0.49 倍）で、第一次産業の主役は漁業である。壱岐はむしろ農業と牛肉を中心とする畜産が主
役である。 
 とは言え、農林水産業の生産額が域内総生産額に占める割合は、対馬が 5.7%（農林業 0.8%、
水産業 4.9%）、壱岐が 6.9%（農業 4.2%、水産業 2.7%）と１割にも満たない。他の３市町は、新
上五島町が 7.8%（農林業 0.3%、水産業 7.5%）で最もシェアが高く、五島市は 4.8%（農林業 2.7%、
水産業 2.1%）と最も小さい。小値賀町が 7.5%（農林業 4.4%、水産業 3.1%）ある。 
なお、対馬には林業経営体が 156（長崎県の林業経営体の 27.9%）あるのが特徴でもある（壱
岐は４経営体でしかない）。林業の 15 年の生産額は 44.5 千万円で農業（41.6 千万円）若干上回




 対馬市の非農水産業の事業所数と従業者数の 01 年～14 年の推移を見ると（表 5）、01 年に比
べて 14 年は事業者数、従業者数共に 25%近く減少した。 
14 年の構成について見ると（表 6）、経営組織構成は、事業所数では民営が 92%で、うち個人
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経営 52.5%で、会社組織が 26.9%、国・地方公共団体が 6.3%ある。従業者数では、民営が 75.2%、
うち個人経営 22.7%で、会社組織が 38.1%、国、地方公共団体が 24.8%である。対馬市は、県、
壱岐市や五島市に比べ国・地方公共団体の占める割合が高いのが特徴である。 
 事業所規模（従業者数）は、小零細事業所が大半であり、５人以下が 74.7%と３/４を占め、
20 人以下では 95.0%に達する。会社組織の事業所でも 51%が５人以下で、20 人以下が 90%を占
めている。100 人以上の事業所は７所しかなく、それらはすべて国・地方公共団体の事業所で
ある。つまり、民営の事業所の大半は従業者数 20 人以下の小零細事業所なのである。 
非農林漁業の産業構成を見ると、事業所数は、卸・小売業が最大で３割近くを占め、次いで
表 5 対馬市事業所、従業者数の推移（非農林漁業） 
2001 年 2006 年 2009 年 2014 年 
事業所数 2,738 100 89.5 83.9 76.7 2,101 




表 6 主要産業の事業所と従業者 
  事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 
 非農林漁業計 2,101 11,979 100.0 100.0 
(内民営) 1,947 9,012 92.7 75.2 
建設業 179 1,313 8.5 11.0 
製造業 131 621 6.2 5.2 
運輸業，郵便業 62 557 3.0 4.6 
卸売業，小売業 550 2,230 26.2 18.6 
宿泊業，飲食サービス業 246 980 11.7 8.2 
生活関連サービス業，娯楽業 192 571 9.1 4.8 
教育，学習支援業 75 744 3.6 6.2 
医療，福祉 148 1,883 7.0 15.7 
他に分類されないサービス業 172 528 8.2 4.4 

















馬市の国・地方公共団体の従業者の機関・団体別の構成は、国 25.3%、県 12.7%、市 42.7%、一
部事務組合が 19.2%である。 
 
表 7 対馬市の国・地方公共団体の従業者数 単位：人、% 
産業中分類 総数 国 都道府県 市町村 
一部事務 
組合等 
非農林漁業 2,967 100.0 751 378 1,267 571 
構成比 100.0  25.3 12.7 42.7 19.2 
学校教育 673 22.7 - 110 563 - 
医療業 587 19.8 - - 16 571 
国家公務 735 24.8 735 - - - 
地方公務 750 25.3 - 202 548 - 






関の職員で、他の市町に比べて格段に多い（壱岐市 74 人・4.1%、五島市 285 人・12.0%、新上












人（うち男 753 人）、09 年 753 人（同 726 人）、14 年 735 人（同 712 人）で、非農林水産業の全
就業者が大きく減少している（－14.1%）中で、国家公務員は３%しか減少していない。国家機
関の従業者 751 人のほとんど（735 人）は国家公務員で、その 97%は男性である。また、15 年
国勢調査によると対馬市の保安職業従事者 1,103 人のうち、1,002 人は公務産業で、つまり自衛
隊員、海上保安庁、警察官、消防士等の公務員である（警察官、消防士は地方公務員で、その
数は市のデータによると 240 人程度である）。このことから、500 人弱が自衛隊員と海上保安庁
の職員であると思われる。 
現在、対馬市には、陸上自衛隊対馬警備隊（設置 1980 年）、海上自衛隊対馬防備隊 （同 1970
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対馬市の産業の特徴の一つに観光業がある。産業区分には観光業はないが、観光関連産業の
事業所と従業員は相当数見られるし、観光客も近年増加している。 
 対馬の延べ観光客数は、1980 年代末まで 30 万人後半で推移していたが、90 年に 40 万人を越
え、以降順調に増加を続け、2001 年に 60 万人超となり、その後若干の増減を繰り返しながら、
14 年に 100 万人をこえ、15 年は 109 万人超となった（壱岐 73 万人強、五島 56 万人強）。実に
1980 年の３倍強となっている。その観光客が落とした 15 年１年間の観光消費額（交通費+宿泊
費+飲食娯楽費+土産代）は 164 億円弱で、県全体の 4.3%を占めている（壱岐 82 億円強・2.2%、
五島 122 億円強・3.2%）。 
 対馬の観光客の特徴は、一つは宿泊客の割合が高いことである。観光客（日帰り+宿泊客）に
占める宿泊客の割合は、80 年の 84.3%から年々低下してきたとはいえ､15 年は 46.3%であった（県
平均 20.5%、五島 46.4%、壱岐 65.3%）。これは言うまでもないことであるが、離島であるがゆえ
に、交通時間距離のため、宿泊を伴う旅行にならざるを得ない。 
もう一つの特徴は、外国人、なかんずく韓国人宿泊客割合が高いことである。15 年のデータ
では、外国人宿泊客数は 27 万人弱で、全宿泊客数の 4 割（40.2%）を占めている（県計 10.2%、
五島 1.2%、壱岐 0.4%）。外国人のほとんど（99.9%）が韓国人である。 
韓国からの観光客は 12 年に倍増し（11 年 7.5 万人、12 年 16 万人）、その後も増加を続け、







旅館、ホテル 09 年の 64 から 66 軒になり、従業者数は 312 人から 342 人に増加している。市
の調査によれば､宿泊施設の総数は 89 施設（農林漁業体験民宿を除く）、収容人員 23,390 人で
ある<15 年 4 月 1 現在>。なお、17 年３月末に、14 階建て、客室数 245 室の日本の有数のチェー
ン店のホテルが新築オープンした。 
娯楽業は 26 事業所から 31 に増え、従業者数は 163 人から 242 人に増加した。パチンコホー
ルは、事業所数こそ 14 から 12 に減少したが、従業者数は 113 人から 141 人に増加している。
対馬のパチンコホールは、人口 10,000 人当たり 3.8 店で、 壱岐市（５店、同 1.8）、五島市（９
店、同 2.4）に比べ多い。 














































表 8 離島５市町の学校数、児童・生徒数の推移 単位：人、% 
    校数（校） 児童・生徒数（人） 2016 年/ 
1980 年 1980 2016 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2016 
小学校
 
対馬市 41 20 5,341 4,846 4,269 3,626 2,858 2,370 2,100 1,652 -69.1 
壱岐市 20 18 4,504 4,082 3,416 2,840 2,326 1,976 1,750 1,532 -66.0 
五島市 38 19 6,679 5,569 5,001 4,371 3,383 2,735 2,045 1,751 -73.8 
小値賀町 5 3 528 482 416 351 234 142 102 80 -84.8 
新上五島町 27 11 4,730 3,712 2,911 2,514 2,075 1,601 1,250 855 -81.9 
中学校
 
対馬市 29 13 2,646 2,498 2,190 1,896 1,594 1,256 945 848 -68.0 
壱岐市 10 4 2,221 2,112 1,963 1,653 1,324 1,117 921 798 -64.1 
五島市 17 12 3,679 3,145 2,539 2,332 1,994 1,556 1,188 890 -75.8 
小値賀町 4 2 295 245 227 177 167 120 61 50 -83.1 
新上五島町 15 6 2,476 2,178 1,638 1,273 1,173 924 712 534 -78.4 
高等学校
 
対馬市 3 3 2,015 1,791 1,815 1,548 1,351 1,086 837 706 -65.0 
壱岐市 2 2 1,789 1,809 1,790 1,568 1,425 1,123 919 782 -56.3 
五島市 5 4 3,086 2,600 2,457 2,085 1,947 1,618 1,203 939 -69.6 
小値賀町 1 1 341 240 195 205 154 118 80 46 -86.5 
新上五島町 2 2 1,776 1,606 1,513 1,209 1,002 858 707 521 -70.7 
出所：長崎県統計データより作成 
 










なった。この指定島嶼には、「特定」の 15 地域 71 島を含む 29 地域 148 島が指定されており。特定有人







*3 長崎県企画振興課「長崎県離島振興計画」離島の現状 P182> 
*4 09 年発足、現在 6 市１町（島原市、南島原市、出雲市、対馬市、壱岐市、五島市、新上五島町）で構成
され、この地域の公立医療機関を傘下に治めている。対馬市内の参加の医療機関は津島病院（275 床）、
上対馬病院（60 床）である。 
*5 2010 年から 40 年の 30 年間で、20～39 歳女性人口の減少率が 50%を超えるであろう自治体を指す（日本
創生会議（座長・増田寛也）会議『消滅可能性との都道府県割合』2014 年） 
*6 地元建設会社㈱翔栄による対馬の原木、湧水、空気の活用、徹底した温度管理による高品質のどんこシ
イタケ栽培（商品名「華茸」） 
